
（平成22年度事業）

61 年 月

03 02

04 07

人 人 人

人 人 人

％ 受益者負担率 0.2% 0.1% 0.1%

人

 利用者1人当たりコスト（一般財源） 582 630 711 円

 年間利用者数 8,861 8,114 6,951

千円

財
源

 特定財源

 一般財源 5,155

指定管理者の利用料金収入等

 使用料 10 7 7

 その他 0 296 252

千円

5,112 4,940

千円

千円

千円

合　計 5,165 5,415 5,199

千円 減価償却費 0 0 0

千円

 その他（　　　　　　　） 1,511 358 67 千円

 物件費 3,292 4,602 4,639

千円

 維持補修費 92 55 259 千円

 指定管理料

人/千円臨時職員

400 0.0 234 人/千円正規職員 0.0 270 0.1

類似施設の状況

（施設名及び施設の概要）

備前地域５館、日生地域３館、吉永地域３館

経
　
　
　
費

項　　　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度実績 単位

 人件費

管理運営方法

（指定管理者名　又は　一部委託の内容）

施  設  内  容

規　        模

料  金  体  系

施設内容 規　模 料金体系（直近の改定：平成　年　月）

 54.4㎡調理実習室 520円/1回

520円/1回

520円/1回

鉄筋造　1階建 延べ床面積　482㎡

多目的ホール 129.2㎡ 520円/1回

対　　　　象

（この施設運営によりサービスを受けるのは誰か？）

主に地区在住の住民

目　　　　的

（この施設運営によってどのような状態を目指しているのか？）

教育、文化に関する各種講座等を行い住民の教養の向上、健康の増進、生活文化の振興に寄与すること
を目的とする。

生きがいのあるまちづくり

施　策 公民館 事務事業名 地区公民館運営事業
総合計画上の位置付け

基本目標 地域文化と人が輝くまちづくり 基本施策

年

根拠法令等の有無 名　称 社会教育法　備前市立公民館設置条例

建物建設費 千円
財
源

昭和

 市債・一般財源等 0 千円 耐用年数 50

 国県等補助金 千円 建設年月

６４－１１３３

所　在　地 備前市佐山2616
所属長職・氏名 館長　宇野信行

このシート作成に要した時間 2.0 時間

施設評価シート（一般）

施　設　名 備前市立東鶴山公民館
問
合
先

担当課（室） 中央公民館

職・氏名 館長代理　山口晋作

電　話

会議室  48.8㎡

和室  42.0㎡

あ り な し

あ り な し

 本市所管

 近隣市町、民間その他

指定管理者制度導入

すべて直営

一部委託



平成22年度

判
　
　
定

判
定
理
由

現在、厳しい財政状況であり利用者も減少傾向である。また利用者に偏
りがあることから将来的に類似施設との統合を検討する余地がある。
しかし、統合すると利用者が不便となり気軽に利用できなくなるため、
更に利用数が減少することが予想されるので現在の管理運営形態が望ま
しい。

施設修繕・大規模改修費用（今後5年間：平成24年度から平成28年度）

毎年経常的に
必要な修繕費

内　　容 金額（千円）
今後5年間に
必要となる
大規模改修費

内　　容 金額（千円）

判断理由 地域公民館と地区公民館を含めた再編計画を策定し、実施の方向

管理運営に係るコストを削減する余地はあるか？

判断理由
地区公民館の運営費は、人件費の占める割合が最も多くその他の経費削減
の余地はほとんどない状況である。日頃から光熱水費の節約に努めてい
る。

平成23年度の状況
及び

管理運営の改善案

施設を廃止した場合の市民生活への影響は？

判断理由
地区住民にとって最も身近な生涯学習施設として、文化・芸術などの振興
を目的に日常的に利用できる場となっている。災害に際して避難箇所とし
ての重要な役割がある。

施
 
設
 
の
 
効
 
率
 
性

施設の利用状況は順調か？

判断理由

受益者負担は適正か？（施設の性質別に設定されている負担割合と比べてどうか）

判断理由 行財政改革プランでは、20％増の使用料改定を予定している。

類似施設との統合可能性はあるか？

施
 
設
 
の
 
妥
 
当
 
性

社会・経済情勢の変化等により、施設のニーズが薄れていないか？

判断理由 定年後の世代が学習の場として地区公民館を利用する需用は増えている。

そもそも市が設置・運営すべき施設か？

判断理由 利益を追求しない行政サービスの一役を担っている。

673 576 6,9511,044 432 603 438

56 53 625

利用者数 557 455 403 619 507 644

61 48 47 44

25 28 324

利用回数 55 53 47 57 49 55

28 28 23 26

2月 3月 合計

開館日数 28 26 27 28 27 30

10月 11月 12月 1月

稼
　
動
　
実
　
績

（単位：日，人）

種別＼月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

順調ではないが、休館日以外は毎日施設の利用はある。

今後、施設の老朽化に伴い維持管理費が増加することが予測される。利用者の偏りがある現在の利用状
況を踏まえて、行財政プランに基づき受益者負担の見直しを検討する。

薄れていない

薄れている

設置すべきである

必ずしも設置する必要はない

影響が大きい

影響はさほどない

順調である

順調でない

適正である

見直す余地がある

統合は可能

統合は不可能

削減の余地はある

削減の余地はほとんどない

 廃止・閉鎖が可能

 類似施設との統合が可能

 民間又は地域等への譲渡が可能

 指定管理者制度の導入が可能

 事務等一部委託が可能

 現在の管理運営形態が望ましい

受益者負担は求められない


